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大橋昭ー・長砂寅編著
『経済民主主義と産業民主主義』
林
?
本書は長砂・大橋両教授を中心とする関西大学の経営参加問題の共同研究
グループによる集団労作の第3冊目（そして最終成果）である。この共同研
究グループは， 昭和53年10月に発足以来約6年間にわたって共同研究を続
け，この間昭和56年3月には第1回の研究成果として， 「経済民主主義と経
営参加」（ミネルヴァ書房刊）を公刊し，ついで昭和58年3月には，第2回
の研究成果として，「経営参加と労働組合」（関西大学出版部刊）を公刊され
た。長期にわたって経営参加問題を多面的な角度から研究され，着実にその
成果を発表されてこの分野のわが国における研究に多大の貢献をされたこと
に，まず敬意を表したい。それぞれ異なった見解と立場をもった研究者が一
つのテーマの下に共同研究をおこなうことが，如何にむつかしいことである
かということは，私自身も今までに幾度か経験しているのでよく知っている
だけに6年の長きに亘って共同研究を継続され，しかも 3冊の労作をこの間
に発表された背後に，共同研究グループ構成メンバーの並々ならぬ努力があ
ったことを思い，更めて祝意をのべたいと思う。
前2冊では経営参加問題の各国における実態と特徴，その理論，資本主義
と社会主義における経営参加の制度的・実態的差異といった諸問題が扱われ
たのに対し， 本書では， 大橋・長砂両教授によれば， 経営参加問題の理論
化・体系化が問題意識としておかれている。以下章を追って主な論点を紹介
しつつ若千のコメントをのべさせて頂くことにしたい。
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(1) 
第1章の「体制移行と経済民主主義」（長砂賓氏執筆）は， 本書の総論と
しての論稿であり，それにふさわしく，経済管理が資本家的専制管理から社
会主義的自主管理へ，体制移行にともなって発展していく法則性が明らかに
されている。
筆者は，資本主義体制の下で，（1) 資本主義的経営参加と，（2) 民主的経
営参加の区別が必要であり，社会主義休制の下では，（1) 労働者の経営（管
理）参加と，（2) 労働者自主管理とが区別されねばならないとのべ，この経
営参加諸形態が，社会休制の移行と結びついて一定の合法則性の下に変化・
発展していくと主張される。その合法則性とは，それぞれの経営参加形態の
もつ独自の内部矛盾がより新しい経営参加形態を生み出していく形をとる中
(1) 
に示される。たとえば，社会主義体制の下での労働者の管理参加の問題を考
えてみると，社会主義的経済管理の「基礎」的関係は生産手段の社会的所有
にもとづく労働者自主管理であるが，社会主義への過渡期においては，生産
カの発展段階および社会主義的生産関係の創出という目標のために，それは
国家管理・専門家的管理という形態をとらざるをえない。そこに官僚主義的
管理が生み出される危険が生じ，それをさける必要から経済民主主義の一環
として労働者の管理参加が位置づけられる。
この経営参加形態の歴史的展開とその合法則性に関する筆者の論旨は極め
て明解であり，教えられるところが多い。筆者が社会主義経済論の専門研究
者であるだけに，とくに社会主義的経済管理の「基礎」的関係と「母斑」的
関係との二重性とその矛盾に関する指摘，社会主義的自主管理形態をとるユ
ーゴスラビアでの問題点として， 「国家・国家的管理の一定の諸機能の積極
的な見直しと， 『社会的管理』の内的編成， とりわけ適正な集権制の要素を
(2) 
ビルト・インする方向でのそれ， が必要であるように思われる。」という問
(1) 経済管理の民主主義の発展の合法性は，本書2-3ペー ジに要約されている。
(2)本書31ペー ジ。
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題提起などは説得的である。ただ一点だけ，筆者が社会主義的経済管理の段
階では，「意思決定は労働者階級の名において， 一般労働者に代って『経済
官僚』によっておこなわれる。すなわち，国家的管理である。そして，これ
(3) 
は殆んど不可避的に官僚主義的管理の弊害を伴う。」といわれるが， 国家的
管理が不可避的に官僚主義的弊害を伴うという場合，その条件・要因などに
関し歴史的経験をふまえた検討が必要であろうと思う（もちろんそのこと自
休は本書の課題ではないかも知れないが）。
(2) 
第2章「産業民主主義と企業経営」（高堂俊禰氏執筆）は， 前半で，産業
民主主義が主としてアメリカで，経済民主主義が主としてドイツで，いずれ
も独占資本主義成立期に登場してきたことの社会的背景が考察される。そし
て「独占矛盾が次第に深化するなかにあって， 企業を継続事業休として維
持・存続させるためには，すぐれて労働者の協カ・忠誠と・社会的な支持・
(4) 
信頼・好意を確保することを無視しえなくなった」ことが指摘される。
ついで後半で， わが国における第2次大戦直後に唱えられた「経営民主
化」論の欺睛性が明らかにされ，それと対比して1970年代以降問題となった
民主的立場からの経済民主主義論の問題と今後の課題がとり上げられてい
る。この章では，上記のように経済民主主義（産業民主主義ないし経営民主
化など）の問題が唱えられるに至った社会的基礎の分析に重点がおかれてい
るが，独占段階における生産と労働の社会化，それに伴う管理の社会化・管
理・事務労働者の増大という客観的条件が労働者の経営参加・経済民主主義
を必然化しているという点がもっと強調されてもよいのではなかったかとい
うのが率直な感想である。
第3章「産業民主主義論」（井上昭一氏執筆）は， 1920年代におけるアメ
リカの産業民主主義論が，いくつかの具体的経営参加形態をみる中で考察さ
(3) 本書24ページ。
(4) 本書39ページ。
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れ，当時のアメリカの経営参加の本質が解明されている。そして筆者はアメ
リカで産業合理化を進める過程で，利潤分配制や賞与制などをとり入れ，労
資協調がはかられ，これが産業民主主義という美名のもとに進められたと指
摘したあと，その本質を， 労働者側の要求にこたえたものではなく， 「資本
(5) 
家・雇用主側からの『施し』『家父長的恩恵』」であるととらえている。
第4章「職務再設計と産業民主主義」（奥田幸助氏執筆）では， 従来の職
務再設計の研究が職務特性と動機づけ・職務満足との間の一般的関係を問題
としていたにすぎなかったが，最近の戦務再設計の研究では，職務をになう
個々人の個性も配慮する方向が出されている点に注目し，この新しい職務再
設計の研究の内容が何人かの研究者による研究成果を利用して検討される。
筆者は，この新しい職務再設計が経営参加，団体交渉によって補完される
ことによって，産業民主主義の実現が保証されるという見解を表明されてい
る。新しい職務再設計の研究として， Turner= Lawrenceと Hackmann=
Lawlerなどの研究がとり上げられ， 彼らによる職務満足度に影蓉を与える
諸要因と，その組合せの問題の検討が，いくつかのモデルを通して行われて
いる。そして筆者は結論として， 「職務再設計に従業員を協力させる途とし
て経営参加と団体交渉がある。これらの諸制度に支えられてこそ，一方的に
経営の意図する職務再設計のいき過ぎを是正し，職務再設計を職場での労働
(6) 
の人間化に近い線で機能させることが可能となる。」とのべられている。 し
かし，この結論部分が何らかの具体的事例によって証明され，解明されたな
ら，より一そう説得的になったように思われる。
(3) 
第5章から第7章までは， ドイツにおける経済民主主義の歴史と批判がと
り扱われる。
第5章「ワイマール経済民主主義への道」（大塚忠氏執筆）では， 1920年
(5) 本書61ペー ジ。
(6) 本書110ペー ジ。
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代のドイツにおける経済民主主義論の登場にはすでに数十年の前史があった
ことが明らかにされる。 その前史は 1916年12月に成立した「祖国勤労奉仕
法」で規定された「労働者委員会」「仲裁委員会」の設置で一応結実し， ド
イツにおける経営参加制度史上の一つの画期をなしたと評価されている。筆
者は，こうした観点から1890年代から1900年初に各地の工場で作られた「労
働者委員会」の内容の検討を通して， ドイツにおいて経済民主主義の模索が
なされていたことを明らかにしようとしている。筆者がこの論稿でワイマー
ル時代の経済民主主義に歴史的背景があったことを示そうとされた意図は理
解できるが，筆者が経営参加制度史上の画期とされた1916年の「祖国勤労奉
仕法」が， 1920年代のワイマール経済民主主義にとって，どのような意味を
もったのかが，今一つ明確でないように思われる。
第6章「経済の社会化・合理化・民主化」（大橋昭一氏執筆）では， 1920 
年代のドイツにおける経済民主主義論の直接的契機としてあげられる第一次
大戦後のドイツ革命期の社会化運動と， 1920年代の合理化運動をとりあげ，
社会化および合理化と経済民主主義の主張が，どのような関連でなされたか
明らかにされる。
社会化に関しては， 1919年に開かれた自由労働組合第10回大会でのウムブ
ライトとヒルファディングの議論を通して，経済民主主義との関連がとり上
げられるが，要は当時の労組指導部の主たる主張が，社会化の前提としての
経済再建，その基礎の労資同権としての経済民主主義ということで，生産増
大•生産性向上のための労資協調思想がその基本になっている。しかも生産
拡大•生産性向上に役立つとしてテイラーシステムの導入に労組指導部が支
持を与えたことが紹介されている。
合理化についても， 1925年秋に労組幹部がアメリカ視察旅行に出かけ，フ
ォード経営を見る中で，その経営方式を「社会主義的だ」と賞讃し，アメリ
力的合理化方式の導入に積極的になり，これによって経済再建をはかるとい
う方向で経済民主主義を唱えたことがのべられている。本章を通して1920年
代のドイツにおける経済民主主義論の本質がわかりやすく解明されている。
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第7章「経済民主主義論批判の展開」（大橋昭ー氏執筆）では， 第6章で
みた当時の労組幹部の経済民主主義論に対するドイツ共産党側からの批判が
とり上げられる。そして労組幹部が「社会主義的」として賞讃したフォード
制は，フォードの独占的地位によってのみ可能であったこと，そしてその本
質は労働強度の増大以外の何ものでもないとの批判が紹介され，合理化の本
質が解明される。 また， かつてのベルンシュクインを代表とする改良主義
が，旧労働貴族を基盤とするのに対して20年代の経済民主主義論が新労働貴
族をその基盤としているとするメルカーの見解が紹介されており， 興味深
い。
一点疑問を提起するとすれば，筆者が章の最後のところでナフクリの経済
民主主義論が，当時のドイツの特殊な状況を背景とするもので， 「社会ファ
シズム」理論として批判されるのもそういう事情にもとづいていると指摘さ
れたあと，ナフクリの主張を硯在同様にこの種の批判だけで否定することは
(7) 
誤りであるとのべられているが，ナフクリの経済民主主義論が硯代の経済民
主主義論に対してもつ意義については，それ自休の解明が必要だろうと思わ
れる。
(4) 
第8章と第9章とは，社会主義国における経済民主主義の問題がとりあげ
られるが，第8章「ソ連における経済管理の民主化」（西岡俊哲執筆）では
ソ連における経済管理の民主化の過程と，その到達点が明らかにされる。ソ
連では，周知のように1965年より経済改革が開始され， 70年代を通して何度
か新たな改革が進められたが，一連の改革で追及されたものは経済管理の効
率化ということであって，労働者の管理参加とはリンクしていなかった。し
たがって，経済管理の民主主義的原則の拡大を組入れていくことが今後の問
題となるが， 1983年の「労働集団法」の規定の中に，今後の民主化の進展の
手がかりを見出すことができると指摘されている。
(7) 本書217-218ペー ジ。
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第9章「自主管理社会主義における経済民主主義」（長砂実氏執筆）では，
ユーゴスラビアにおける憲法，連合労働法，計画化法が規定している経済民
主主義の構造•特徴を明らかにし，同時にそれらの諸規定に含まれる内的矛
盾と今後の課題を示すことが目的とされている。
まず憲法に規定される生産手段の社会的所有の問題がとりあげられ，国家
的所有との対比でその民主主義的性格が明らかにされる。しかし，筆者によ
れば，ユーゴスラビアにおける現実の社会的所有は，「『旧社会の母斑』とし
てなお存続しているがもはや支配的でなくなった国家的所有の要素と，共産
主義社会『それ自身の基礎』として発生•発展しすでに主導的な役割を果し
(8) 
ている『自主管理的社会的所有』の要素との矛盾的統一であり」， 真の社会
主義的自主管理に到達するには，民主化の課題として「個別連合労働組織に
おいてグループ的所有へ『社会的所有』が変質あるいは分解する傾向，ある
(9) 
いはテクノクラート的所有独占への傾向と闘うことが」必要だということに
なる。
この生産手段の「社会的所有」に開する分離と同様の手法で，以下所得の
取得と配分の問題，労働者自主管理の問題ならびに社会的計画化の問題が分
離され，ユーゴスラビアの自主管理制度がかかえる社会主義的民主主義の課
題が明らかにされている。
筆者自身が「あとがき」でのべているように，本章での解明は主としてユ
ーゴスラビアの憲法・連合労働法・社会的計画法にみられる「理念」的な自
主管理像にかかわるものである。これらの諸法規の規定に含まれる問頸点な
らぴに社会主義的自主管理との矛盾についての筆者の指摘はなかなか鋭く，
説得的であるが，ユーゴスラビアの自主管理社会主義の現実とこれらの法規
上の諸規程との背離をより具体的に，現実にそくした形で明らかにすること
が今後の課題であろう。筆者の明晰な頭脳に期待したい。
第10章「経済民主主義の展望」（大橋昭ー氏執筆）は， 本書の結章にあた
(8) 本書263ペー ジ。
(9) 本書267ペー ジ。
86(444) 第 30 巻第4 • 5号
る部分で経済民主主義の基本目標や展望についてのべられている。筆者は労
働の立場に立った経済民主主義論に，（1) 労働の側からの資本との統合論，
(2) 社会的改良論，（3) 変革的立場からの企業統制論という 3つのクイプが
あるとし，それらは労働者・労働者階級の階層化の反映だとされている。筆
者の立場は第3のタイプであると考えられるが，変革の立場に立った経済民
主主義論の基本目標としては，労働内容・労働条件の改善・独占的高利潤の
制限などがあげられている。しかし，この変革の立場からの経済民主主義の
主張が真に効力を発揮するためには，政治的な力の背景がなければならず，
民主的な政府ないし統一的な政治勢力の形成が不可欠となる。そのことは筆
者も結語の部分でのべられている通りである。
(5) 
以上本書の各章別論稿について若千のコメントを書いたが，総括的に本書
を読み終っての感想を以下にのべておきたい。
第1に本書が課題とされていた経営参加問題の理論化，理論休系化に関す
る問題である。本書を通して資本主義体制から社会主義体制への移行の中で
成立してくる種々の経営参加形態の展開の法則性と，それぞれの経営参加形
態成立の歴史的・社会的背景について一定程度解明がなされ，従来のこの分
野の研究の充実・発展に多大の貢献をされたことは事実である。しかし，ぁ
えて注文をつけるとすれば，経営参加問題成立の社会経済的基礎の解明に関
しては，その根底に生産の社会化，そしてそれに規定された管理の社会化が
あり，それにともなって企業における管理者・事務管理労働者の増大，階層
化が進行することを先ず第一義的におさえることが必要である。経営参加が
資本主義の下で制度的なものとしてとり上げられるようになったのは，本書
の中でも指摘されているように，独占資本主義の成立以後のことで，独占段
階に生産と管理の社会化が急速に進展したことがその基礎になっている。経
営参加問題の成立が，資本家・経営者による危機回避方策として，労働側の
資本への統合化政策としてとらえられること自身に間遮いはないが，むしろ
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その根底に，資本所有と資本機能の分離が進行し，企業管理がもはや資本家
自身の手から離れ，多くの「特別な賃金労働者」によって担われねばならな
くなったこと（管理の社会化）から必然的に資本に迫られてきた結果だとい
• (IO) 
う事情をとらえておく必要があると思うのである。
第2に，本書で指摘されているように， 1920年代に唱えられた産業民主主
義または経済民主主義と，現代とくに1970年代以降に問題となっている経済
民主主義とは明らかに異なっており，それはそれぞれの時期の社会経済的事
情の違いを反映している。従って1920年代の経済民主主義の主張が，原則的
に，階級的視点からして誤りであったとする見解は間逮っているということ
は一応了解できるが，では現代的視点からして1920年代の経済民主主義論を
どうとらえなおすのかという問題は，依然として未解決のまま残ることにな
る。
この点の考察は当時の労働運動や革新的運動の路線上の問題ともからむの
で，容易ではない。しかし，かつて「社会ファシズム論」として全面否定さ
れた経済民主主義論を見直し，歴史的に正しく位置づけ，正確な評価を下す
ことは現代の経済民主主義論の構築にも必要である。
第3に，本書では，表題としては「経済民主主義と産業民主主義」としな
がらも主として経営参加，経済管理の民主化の問題が考察されている。それ
は本書の母休となったのが「経営参加問題研究班」という共同研究グ）レープ
であることからやむをえないことであろう。しかし，経済民主主義の問題を
全面的に考察するとすれば，経営参加・企業統制の問題に限られるわけでは
なく，民主的経済政策，民主的計画化，民主的国有化等の諸問題に関する考
察が不可欠である。これらの諸問題については，経営参加問題ほどには歴史
的経験も各国における研究も多くないが，一定の蓄積が存在することもまた
事実である。このことを本書に求めることは無理難題であることは充分知り
(10) 現代企業における事務・管理労働の増大とその階層化，役割などについては，
笹川・石田絹「現代企業のホワイトカラー労働」上・下（大月書店版）を参照の
こと。
88(446) 第 30巻第4 • 5号
ながら，経済民主主義に関する考察としての重要性という意味で，あえて提
起した次第である。この点はわれわれ自身の今後の課題としたい。
